
医療安全管理のための指針       

第１条 この指針は、真網代くじらリハビリテーション病院（以下当院）における安全管 

理のための基本的な基準について定める。 

 

第２条 医療安全管理に関する基本的な考え方 

当院は「医療事故の根絶」を病院の基本方針に掲げ、医療安全の推進のために医療の主体

は患者本人であることを念頭に置き、安全で信頼される医療を提供することを目的とする。

そのためには全ての職員が医療安全に対しての認識を高め、以下のことに関して具体的な

方策を展開する。 

１）医療安全に対しての重要性を認識する。 

２）安全で働きやすい職場環境を作る。 

３）患者、家族との信頼関係を構築する。 

 

第 3条 組織体制 

（１）医療安全を確保するために安全対策委員会（以下「委員会」）を設置する。委員会は

各部署責任者を持って構成し委員長は病院長があたる。 

（２）委員会の運営は別紙規程に定める。 

（３）委員会の下部組織として安全対策小委員会（以下「小委員会」）を置く。 

（４）小委員会は委員長（院長）の指示のもと安全対策担当責任者（看護部役職者／以下

担当責任者）が開催し、担当責任者が中心となって実質的な運営、活動を行う。 

（５）院内各部署に安全対策担当委員を置く。 

 

第 4条 事故報告に関しての基本的事項 

（１） 報告は職員個人の追及ではなくシステムの問題として捉え、エラーが起きない環境

の整備や、エラーが起きても事故に発展しないシステムを組織全体で構築するため

に行う。 

（２） 報告は「事故報告書」又は「ヒヤリハット報告書」により行う。ただし、緊急時は

口頭で報告し事後速やかに報告書を作成する。 

（３） 院内で発生した事故（ヒヤリ・ハット含む）は診療録や看護記録等に経時的に記載

した後、報告書に記入し所属長に提出する。所属長は所見等を記入し担当責任者に

提出する。 

（４） 担当責任者は、小委員会にて検討した後委員会に報告する。 

（５） 報告書は記載日の翌日から起算して 5年間保管する。（担当責任者が保管） 

 

 



第 5条 患者家族への対応 

（１） 患者に対しては誠心誠意治療に専念するとともに、患者及び家族に対しては誠意を

もって事故の説明等を行う。 

（２） 患者及び家族に対する事故の説明等は当事者ではなく、主治医もしくは所属長、担

当責任者が対応する。（主治医が当事者なら副院長又は院長が対応）また、状況に

よっては事故を起こした（あるいは発見した）当事者が同席する。 

 

第 6条 事実経過の記録 

（１） 医師、看護師等は、患者の状況、処置の方法、患者及び家族への説明内容等をカル

テに詳細に記載する。 

（２） 記録に当たっては、以下の事項に留意する。 

ａ 初期対応が終了次第、速やかに記載する。 

ｂ 事故の種類、患者の状況に応じて経時的に記載する。 

ｃ 事実を客観的かつ正確に記載する。 

（３） 担当責任者は事実経過の記録を確認する。 

 

第７条 ヒヤリ・ハット報告の把握と対応 

（1） 重大な事故の裏には多くのヒヤリ・ハットが潜んでいることを理解する。 

（2） ヒヤリ・ハット報告書を各部署に置く。 

（3） ヒヤリ・ハットを経験した職員は遅滞なく報告をする。報告をすることによって個

人の追及もしくは処分はしないこととする。 

( 4 )  報告書は所属長が確認した上で、毎月各部署の委員がとりまとめる。 

( 5 )  小委員会において事例の原因と分析を行う。 

( 6 )  分析結果及び対策について委員会に報告し、職員に周知する。 

 

第 8条 職員研修に関する基本的事項 

（１）医療安全に対しての重要性を認識するために以下の職員研修を行う。 

ａ 入社時研修 

ｂ 医療安全水準の向上を目的とした研修 

（２） 入社時研修は担当責任者により本指針を基に入社時に行う。 

（３） 職員全員を対象とした研修は年２回以上開催する。研修内容は部署及び小委員会に

おける症例等をもとに実際の現場に応用できるものが望ましい。 

（４） 出張研修は所属長又は小委員会において参加奨励する。研修後は職員を対象に報告

会を開催する。 

（５） 研修の実施内容について記録し担当責任者が保管する。 

 



第９条 関係機関への届出に関する基本的事項 

（１） 医療過誤によって死亡又は傷害が発生した場合は、保健所等の医療担当部局に速や

かに報告する。報告は原則として事務長が行う。 

（２） 事故の状況により警察に届出る場合は、事前に患者家族に説明を行い、届出の具体

的内容に関して法人事務局へ報告する。 

（３） 関係機関への届出に関して判断が困難な場合は、法人事務局と協議して判断する。 

 

第１０条 指針及び関係書類の閲覧に関する事項 

（１） 患者及び家族の申し出があった場合は、原則として本指針及び関係書類を閲覧で

きるものとする。 

（２） 閲覧する場合は所定の申請書に記入し、診療録開示に準じた手続きを行う。 

 

（附則）・安全対策委員会規程・安全対策委員会名簿・安全対策小委員会業務基準・医療事 

故発生時の手順・職種別の取り組み等           以上は別に定める。 

 

 ①本指針は平成１８年 ４月 １日より施行する 

②本指針は平成２２年 ４月 １日より一部改定した。 

③本指針は平成２５年 １月 １日より一部改定した。 

④本指針は令和６年 7月 １日より一部改定した。 


